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４．検証 

４．１ 検証目的 

 新幹線車両のように狭く、排煙設備がなく、窓の開かない密閉された空間の中で火災が

発生した場合、天井面からの煙の降下速度は一般の住宅等に比べて著しく早くなると考え

られる。また、乗車人数の多い車両では人口密度が高く、狭い通路や扉を通り乗客が避難

する際には長時間の滞留が発生し、避難に多くの時間を要することが考えられる。更に、

高速度で走行する新幹線は、在来線に比べ完全に停止するまでに膨大な時間がかかること

も考えられる。 

 このように、実際に走行中の車両内で火災が発生した場合に、天井面からの煙が人体に

影響を及ぼす高さまで降下するまでに乗客全員が安全に避難できるか検証することは、鉄

道車両の火災安全を考える上で重要である。本検証は、実際に使用されていた車両におけ

る火災発生時の安全性を評価することを目的とする。 

 

４．２ 検証概要 

 検証は、過去に実際に０系新幹線が運用されていた山陽新幹線内を走行中に火災が発生

した場合の避難検証を行う。乗客の避難は、走行中の列車が安全に停止した後に避難を開

始し、乗客全員が車両外への避難することで避難完了とする。この時、避難の際に発生す

ると考えられる乗客の座席と通路の合流地点での滞留及び乗客の避難時の心理状態は想定

することが困難なため、本検証においては考慮しない。 

 なお、本論文は０系新幹線の避難検証のみを行う。 

 

４．３ 検証方法 

 検証方法は、建設省告示第 1441 号（階避難安全検証法に関する算出方法を定める件）iを

参考に、車内で火災が発生した場合を想定して計算した避難時間と、３章２節の座席燃焼

実験によって得られた発熱速度の数値を用いて計算した煙降下時間を比較することで避難

検証を行い、安全性を評価する。 

 

４．４ 想定状況 

 座席の出火は、進行方向の先頭車の最後列  通路左側のシートの右側座席（図 4.4.1 参照）

にて、３章２節の実験における着火方法と同様の方法の放火による出火を想定する。火災

発生時の乗客数は、出火座席を含む 1 シートの 3 席を除いた全席が満席（立席の乗客は本

検証では考慮しない）であることを想定し、定員（‐3）名の 72 名とする。 

 火災の発生を想定する車両は、３項２節の０系新幹線の座席燃焼実験に用いられた D‐23
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形座席を搭載していた 0 系新幹線 1000 番台(〜1981 年)の、博多寄り先頭車両、21 形車両と

する。列車の走行速度は、当時の山陽新幹線の営業最高速度である、210[km/h]とする。 

 また、本来なら、車両内で火災が発生した場合、北海道旅客鉄道株式会社の列車火災時

の基本的な取扱い方の（４）走行中の列車内での避難、誘導において、「イ 火災車両から

他の車両へお客様を避難させるときは、前位の車両に誘導するか、やむをえず、火災車両

の後位に誘導するときは、２両目以降にするなど、可能な限り離れた車両へ誘導すること。」

iiと規定されているが、本検証は、先頭車両での火災であることと、先頭車両から後続の車

両以降への避難経路となる貫通路付近で火災が発生していることから、２号車への避難が

困難なため、列車の停止を余儀なくされる、最も危険なケースの検証を行う。なお、火災

発生位置を変えた、走行中の２号車以降の車両への避難検証も行う。 

 

 

図 4.4.1 想定出火座席位置 

 

 以下に、0 系新幹線 1000 番台 21 形車両の詳細データを示す。 

 

○0 系新幹線 1000 番台 21 形車両  データiii 

・営業最高速度：210[km/h] 

・起動加速度：1.0[km/h/s] 

・減速度：2.84[km/h/s]  （常用最大） 

     3.90[km/h/s]  （非常） 

・全長：25,150[mm] 

・全幅：3,380[mm] 

・全高：4,325[mm] 

・定員：75 人 
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表 4.4.1 21 形車両  床面積及び各寸法 

  客室（火災室）  博多寄りデッキ  新大阪寄りデッキ 

床面積[m2]  46.61 3.21 12.58

天井高[mm]  2,305 2,305 2,305

出口幅[mm]  820 700 700

通路幅[mm]  600 ‐ ‐

 

 

図 4.4.2 0 系新幹線 1000 番台 21 形車両 詳細図面 
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４．５ 避難時間の計算 

 建設省告示第 1441 号（階避難安全検証法に関する算出方法を定める件）iを参考に、車内

で火災が発生した場合を想定した避難時間  𝑡௘௦௖௔௣௘を計算する。なお、避難時に発生すると

考えられる、乗客の座席と通路の合流地点での滞留及び乗客の避難時の行動心理について

は、本避難計算では考慮しないこととする。 

 避難時間は、１）避難開始時間、２）歩行時間、３）滞留時間、４）非常用はしご設置

時間の４つに分けて計算する。 

 

１）避難開始時間  𝑡௦௧௔௥௧  

 車両内で火災が発生し、非常ブザーが鳴動した場合、北海道旅客鉄道の火災安全マニュ

アルにおいて、まず非常ブレーキをかけ列車を停止させる iiと記載されている。また、高速

度で走行中の車両が非常ブレーキをかけている最中に混乱した乗客が転倒し二次災害に繋

がる恐れがあることも考えられるため、避難開始は列車が完全に停止してから行うものと

する（乗客は列車停止まで着座）。そのため、避難開始時間は列車が完全に停止するまでの

時間とする。 

 走行中の列車が安全にかつ完全に停止するまでにかかる時間は、火災発生から運転士が

火災を検知し、ブレーキをかけるまでに要する時間（以下、空走時間）と、ブレーキをか

けてから完全に停止するまでに要する時間(以下、停止時間)に分けることができる。 

 空走時間は、建設省告示第 1441 号（階避難安全検証法に関する算出方法を定める件）に

おける居室の避難開始時間の算定式を用いて計算することとする。 

 

空走時間 𝑡 ൌ
√46.61

30
ൌ 0.23ሾminሿ ൌ 13.8ሾsሿ 

 

 停止時間は、時速 210[km/h]で走行中の新幹線が安全に停止するまでの停止距離が約

2,300m であることから、等加速度運動の式により求めることができる。 

𝑣 ൌ 𝑣଴ ൅ 𝑎𝑡，𝑥 ൌ 𝑣௢𝑡 ൅
1
2

𝑎𝑡ଶ 

から 

0 ൌ 210 ൅ 𝑎𝑡 （𝑎 ൌ െ
210

𝑡
） 

2.3 ൌ 210𝑡 ൅
1
2

𝑎𝑡ଶ 
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上式より、2.3 ൌ 105𝑡 

停止時間 𝑡 ൌ 0.0219 ሾhሿ  ≒ 78.9 ሾsሿ 

 

 以上から、列車が安全に停止するために要する時間、すなわち避難開始時間  𝑡௦௧௔௥௧は、 

 

𝑡௦௧௔௥௧ ൌ 13.8 ൅ 78.9 ൌ 92.7ሾsሿ 

 

２）歩行時間  𝑡௧௥௔௩௘௟  

 居室の出口に達するまでに要する歩行時間は、避難経路に沿った歩行時間を各部分ごと

の歩行速度で除して求める。当該居室等の各部分から居室出口までの歩行経路の各部分ご

との長さを図面等から読み取り、以下の式に示すように、各部分の種類及び避難方向に応

じて与えられる歩行距離を歩行速度で除した値を合計したものの最大値を求める。 

 一般的には、当該居室等の各部分から居室の出口までの歩行距離が最も長い地点にいる

避難者が、出口に到達するのに要する時間を計算することになる。 

𝑡௧௥௔௩௘௟ ൌ max ൬෍
𝑙௟

𝑣
൰ 

𝑡௧௥௔௩௘௟ 在室者が当該居室等の各部分から当該居室の出口の一に達するまでに要する歩行時間（分） 

𝑙௟   当該居室等の各部分から当該居室の出口の一に至る歩行距離（𝑚） 

𝑣   歩行速度（𝑚/分） 

 

 避難経路における最長距離を図 4.5.1 に示す。座席部とそれ以外では歩行速度に差が出る

ことが考えられるため、避難経路の歩行時間は座席部と座席部以外に分けて計算する。図

1.5.1.1 から、座席部の歩行距離は 1.370[m]、座席部以外の歩行距離は 15.780[m]となる。 

 座席部の歩行速度は、建設省告示第 1441 号(階避難安全検証法に関する算出方法を定める

件)における歩行速度の、劇場その他これに類する用途—客席部分の歩行速度 30[m/分]、座席

部以外の歩行速度は、同—階段及び客席部分以外の部分の歩行速度 60[m/分]を用いる。 

 

 以上から、歩行時間  𝑡௧௥௔௩௘௟を算定する。 

 

𝑡௧௥௔௩௘௟ ൌ ൬
1.370

30
൅

15.780
60

൰ ൌ 0.31ሾmin. ሿ ൌ 18.52ሾsሿ 
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図 4.5.1 最長避難経路 

 

３）滞留時間  𝑡௤௨௘௨௘ 

 避難者の滞留は、避難経路における各扉、及び列車乗降口から線路上へ降りる際に発生

すると考えられるため、居室の出口の通過に要する時間と乗客が車内から線路上へ降りる

際に要する時間を比較し、安全側の評価から多く時間を要するものを滞留時間とする。 

 

 居室の出口の通過に要する時間は、出口を通過する全ての在室者があらかじめ出口の前

に滞留している状態から、全員が出口を通過するまでに要する時間（すなわち、滞留の解

消時間）として、以下の式により求める。 

𝑡௤௨௘௨௘ ൌ
∑ 𝑝𝐴௔௥௘௔

∑ 𝑁௘௙௙ 𝐵௘௙௙
 

𝑡௤௨௘௨௘ 在室者が当該居室等の出口を通過するために要する時間（分） 

𝑝   在館者密度（人/𝑚ଶ） 

𝐴௔௥௘௔  当該居室等の各部分ごとの床面積（𝑚ଶ） 

𝑁௘௙௙   有効流動係数൫人 分ൗ ・𝑚൯ 

𝐵௘௙௙   有効出口幅（𝑚） 

 

（１）在室者の合計人数  ∑ 𝑝𝐴௔௥௘௔ 

 今回は、出火座席を含む 1 シートの 3 席を除いた全席が満席の状態を想定するため、座

席数から在室者の人数は、∑ 𝑝𝐴௔௥௘௔ ൌ 72ሾ人ሿとする。 

 

（２）有効流動係数  𝑁௘௙௙ 

 群衆流動係数とは、単位時間当たりに単位幅を通過する人数である。当該居室の出口に

面する部分（以下「避難経路等の部分」という。）の収容可能人数に応じ、それぞれ次の表

によって計算する。ただし、当該居室の出口の幅が 60cm 未満である場合においては、有効

流動係数𝑁௘௙௙ ൌ 0とする。 
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避難経路等の部分  避難経路等の部分の収容可能人数  有効流動係数 

当該居室の出口が 

直接地上に通ずる場合 
𝑁௘௙௙ ൌ 90 

その他の場合 

∑ ஺೎೚

௔೙
൐ ∑ 𝑝𝐴௟௢௔ௗの場合 𝑁௘௙௙ ൌ 90 

∑ ஺೎೚

௔೙
൏ ∑ 𝑝𝐴௟௢௔ௗの場合 𝑁௘௙௙ ൌ max ൮

80𝐵௡௘௖௞ ∑ 𝐴௖௢
𝑎௡

𝐵௥௢௢௠ ∑ 𝑝 𝐴௟௢௔ௗ
,
80𝐵௡௘௖௞

𝐵௟௢௔ௗ
൲ 

𝑁௘௙௙  有効流動係数（人/分・𝑚） 

𝐴௖௢   当該避難経路等の部分の各部分ごとの床面積（𝑚ଶ） 

𝑎௡    避難経路等の部分の区分に応じて定める１人当たりの必要滞留面積（𝑚ଶ） 

𝑝   在館者密度（人/𝑚ଶ） 

𝐴௟௢௔ௗ  

当該居室の出口が面する避難経路等の部分を通らなければ避難することができない建築 

     物の部分ごとの床面積（𝑚ଶ） 

𝐵௡௘௖௞ 当該居室の出口の幅又は当該居室の出口の面する避難経路等の部分の出口（直通階段又 

    は地上に通ずるものに限る。）の幅のうちどちらか小さい方のもの（𝑚） 

𝐵௥௢௢௠   当該居室の出口の幅（𝑚） 

𝐵௟௢௔ௗ 当該居室の出口の面する避難経路等の部分を通らなければ避難することができない建築 

    物の部分の当該避難経路等の部分に面する出口の幅の合計（𝑚） 

 

 今回の場合、当該居室の出口が直接地上に通じていないため、避難経路等の部分の収容

可能人数を計算する必要がある。避難経路等の部分の区分に応じて定める１人当たりの必

要滞留面積は、廊下その他の通路の 𝑎௡ ൌ 0.3ሾmଶሿを用いる。 

෍
𝐴௖௢

𝑎௡
ൌ

3.21
0.3

ൌ 10.7, ෍ 𝑝𝐴௟௢௔ௗ ൌ 72 

∑ ஺೎೚

௔೙
൏ ∑ 𝑝𝐴௟௢௔ௗであるため、有効流動係数は、 

𝑁௘௙௙ ൌ max ቆ
଼଴஻೙೐೎ೖ ∑ಲ೎೚

ೌ೙

஻ೝ೚೚೘ ∑ ௣஺೗೚ೌ೏
,

଼଴஻೙೐೎ೖ

஻೗೚ೌ೏
ቇで算定する。 

𝑁௘௙௙ ൌ max ൮
80𝐵௡௘௖௞ ∑ 𝐴௖௢

𝑎௡

𝐵௥௢௢௠ ∑ 𝑝 𝐴௟௢௔ௗ
,
80𝐵௡௘௖௞

𝐵௟௢௔ௗ
൲ ൌ max ൬

80 ൈ 0.70 ൈ 25.7
0.82 ൈ 74.1

,
80 ൈ 0.70

1.40
൰

ൌ max ሺ23.69, 40.0ሻ ൌ 40.0ሾ人/分・mሿ 
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（３）有効出口幅  𝐵௘௙௙ 

 今回の場合、貫通路における滞留時間を計算するので、貫通扉の幅 0.82[m]を有効出口幅

とする。 

𝐵௘௙௙ ൌ 0.82ሾmሿ 

 

 以上から、出口通過時間 𝑡௤௨௘௨௘を算定する。 

 

𝑡௤௨௘௨௘ ൌ
∑ 𝑝𝐴௔௥௘௔

∑ 𝑁௘௙௙ 𝐵௘௙௙
ൌ

74
40.0 ൈ 0.70

ൌ 2.26ሾmin. ሿ ൌ 135.6ሾsሿ 

 

 次に、乗客が車内から線路上へ降りる際に要する時間を計算する。緊急時に乗降口から

線路へ降りる際は、非常用はしご利用することとなっている。0 系で使用されていた非常用

はしごの設置時間・１人あたりの避難所要時間の参考となるデータが見つからないため、

本検証では神戸市交通局  海岸線に備えられているものivを非常用はしごのモデルとして、

このはしごの設置時間・１人あたりの避難所要時間を用いて滞留時間の計算を行うことと

する。 

このはしごの１人あたりの避難所要時間が約 3 秒 ivなので、滞留時間  𝑡௤௨௘௨௘は、 

 

𝑡௤௨௘௨௘ ൌ 72 ൈ 3 ൌ 216ሾsሿ 

 

 計算の結果を比較すると、乗客が車内から線路上へ降りる際に要する時間の方が長いた

め、こちらを滞留時間  𝑡௤௨௘௨௘とする。 

 

４）非常用はしご設置時間 

 列車が停止した後、乗務員が非常用はしごを設置するまでにも時間を要するため、避難

時間に加えることとする。 

 設置時間は、３）において述べたはしごの設置時間 60 秒 ivを設置時間とする。 

 

 以上、１）〜４）を合計し、避難時間  𝑡௘௦௖௔௣௘を計算すると、 

 

𝑡௘௦௖௔௣௘ ൌ 92.7 ൅ 18.52 ൅ 216 ൅ 60 ൌ 387.22ሾsሿ 
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４．６ 煙降下時間の計算 

４．６．１ 計算方法 

 ３章２節の自由空間における座席燃焼実験にて計測した発熱速度を用いて、非定常二層

ゾーンモデルによるシミュレーションソフト BRI2002vにて、火災発生時に、車両内の各居室

の煙層下端高さが床面から 1.8m の高さまで降下するまでの煙降下時間を算定する。 

 計算は、実験値を用いた、出火原因を実験の着火方法と同様の方法による放火を想定し

た、着火後の初期発熱速度が大きいケースの煙降下時間（以下、実験値による煙降下時間）

に加え、実験値から導出した火災成長率による火災成長モデルを用いた、着火後の初期発

熱速度の小さいケースの煙降下時間（以下、モデルによる煙降下時間）を計算し、出火後

の初期発熱速度の大きさの違いによる煙降下時間の変化についても考察する。 

 

４．６．２ BRI2002 の概要 v 

 煙降下時間の計算に用いるシミュレーションソフト BRI2002 とは、避難安全性能評価に一

般的に利用される、非定常二層ゾーンモデルによるシミュレーションソフトである。二層

ゾーンモデルとは、図 4.6.2.1 に示すように、火災時の建物内空間の上部は温度の高い高温

層（上部層とも言う）、下部は相対的に温度の低い低温層（下部層ともいう）が存在すると

仮定し、それぞれの層を検査体積として火災に伴う物理的性状を調べるものである。 

 計算は、空間寸法、開口部、火源の設定として各時刻における発熱速度、燃焼面積、火

源の高さ等を入力することで、煙層下端高さ変化、高温層及び低温層の温度変化等を算出

できる。 

 

図 4.6.2.1  二層ゾーンモデルの概念 
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４．６．３ 計算条件 

 計算時間は、４．２で算出した避難時間である 387.22[s]を考慮し、0[s] – 480[s]とする。 

 実験値による煙降下時間の計算に用いる発熱速度は、計算の簡易化のため、実験値の発

熱速度のグラフを 20点で近似し、近似した点における時刻と発熱速度を火源条件に入力し、

計算する。モデルによる煙降下時間に用いる発熱速度は、長岡 viにより提案された火災成長

モデル  𝑄ሶ ሺ𝑡ሻ ൌ 𝑄ሶ଴・𝑒ఊ௧を用いて計算する。入力するデータは、実験値によるモデルと同様

に 20 点で近似し、近似した点における時刻と発熱速度を用いる。 

 燃焼面積は、入力した各時刻における発熱速度の値を、BRI2002 での単位面積当たりの発

熱速度の上限値である 1,000[kW/m2]で除したものを燃焼面積とする。また、火源の高さは、

試験体の座面の高さとする。 

 計算を行う室の設定は、４．２の図 4.2.2 で示した実際の新幹線車両の平面図から計測し

た寸法を用い、火災室である１号車の客室、避難経路となる１号車博多寄りのデッキの２

つを設定する。なお、１号車新大阪寄りデッキと客室の間の貫通扉は、煙の流出を防ぐた

めに閉め切っておくことを想定するため、計算を行う室は上記の２室とする。 

 

 

図 4.6.3.1 計算を行う居室 

 

４．６．４ 火災成長モデルの概要vi 

 モデルによる煙降下時間の計算に用いる火災成長モデル  𝑄ሶ ሺ𝑡ሻ ൌ 𝑄ሶ଴・𝑒ఊ௧は、指数関数を

用いたモデルである。このモデルは、可燃物の燃焼現象を、図 4.6.4.1 に示すように、初期

成長期、定常燃焼期、減衰期に分けて考え、定常燃焼期における発熱速度を可燃物の最大

発熱速度  𝑄ሶ௠௔௫と定義したとき、出火直後の初期発熱速度  𝑄ሶ଴から最大発熱速度  𝑄ሶ௠௔௫まで

の火災の成長を、可燃物ごとに異なる火災成長率γでモデル化したもので、単位時間で発

熱速度が𝑒ఊ・௱௧倍になることを意味している。 
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図 4.6.4.1  可燃物の燃焼発熱速度モデル 

 

図 4.6.4.2  火災成長モデル 

 

４．６．５ 火災成長率γの導出 vi 

 火災成長モデルにおける可燃物の火災成長率γの導出方法を示す。 

まず、火災成長モデル  𝑄ሶ ሺ𝑡ሻ ൌ 𝑄ሶ଴・𝑒ఊ௧の式において、𝑄ሶ଴ ൌ 𝑒௖（c は定数）と置き、 

 𝑄ሶ ሺ𝑡ሻ ൌ 𝑒ఊ௧ା௖ 

とする。両辺の対数をとると、 

 𝑙𝑜𝑔 𝑄ሶ ൌ 𝛾𝑡 ൅ 𝑐 

となる。この式において、発熱速度の対数𝑙𝑜𝑔 𝑄ሶは時間 t に対して線形の関係にあり、横軸

を t とし、縦軸を𝑙𝑜𝑔 𝑄ሶとしてグラフを書けば、その傾きから定数γを求めることができる。 

 γの導出には、３．２の自由空間における座席燃焼実験において計測した各試験体の発

熱速度のグラフを用いる。発熱速度のグラフの y 軸を対数軸とし、着火に用いたエタノール

の燃焼が落ち着いた後の火災成長の部分の近似直線の傾きから、火災成長率γを導出する。 

 以下に、各試験体のグラフから導出した火災成長率γを示す。 
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図 4.6.5.1 試験体 0‐Free‐R‐1 の火災成長率γ 

 

 

図 4.6.5.2 試験体 0‐Free‐L‐2 の火災成長率γ 
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図 4.6.5.3 試験体 0‐Free‐C‐3 の火災成長率γ 

 

 

図 4.6.5.4 試験体 0‐Free‐L‐4 の火災成長率γ 
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４．６．６ 計算に用いる発熱速度の比較 

 煙降下時間の計算に用いる、実験により得られた各試験体の発熱速度を 20 点で近似した

ものと、４．６．５において導出した火災成長率γを用いた火災成長モデルによる各試験

体の発熱速度のグラフを以下に示す。なお、火災成長モデル  𝑄ሶ ሺ𝑡ሻ ൌ 𝑄ሶ଴・𝑒ఊ௧における初期

発熱速度  𝑄ሶ଴に、実際の燃焼現象ではないが、十分小さな値として 1.0kW を用いる。また、

最大発熱速度  𝑄ሶ௠௔௫に、各試験体の実験値における着火に用いたエタノールの燃焼が収まっ

た後に記録された最大発熱速度を用いることとし、𝑄ሶ௠௔௫以降は、発熱速度は減衰していく

が、防災上安全側の評価として、一定とすることとする。 

 

 

図 4.6.6.1 試験体 0‐Free‐R‐1 発熱速度比較 
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図 4.6.6.2 試験体 0‐Free‐L‐2 発熱速度比較 

 

 

図 4.6.6.3 試験体 0‐Free‐C‐3 発熱速度比較 
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図 4.6.6.4 試験体 0‐Free‐L‐4 発熱速度比較 

 

４．６．７ 計算結果 

 ４．６．６において示した発熱速度を用いて、BRI2002 により計算した各試験体の煙層下

端高さの推移と、煙降下時間を以下に示す。 
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図 4.6.7.1 試験体 0‐Free‐R‐1 煙層下端高さ 

 

 

図 4.6.7.2 試験体 0‐Free‐L‐2 煙層下端高さ 
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図 4.6.7.3 試験体 0‐Free‐C‐3 煙層下端高さ 

 

 

図 4.6.7.4 試験体 0‐Free‐L‐4 煙層下端高さ 
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４．７ 検証結果 

 ４．５において計算した避難時間と、４．６．７において計算した各試験体の煙降下時

間を比較すると、どの煙降下時間も避難時間に比べ著しく短いという結果となった。また、

実験値による煙降下時間と、モデルによる煙降下時間を比較すると、実験値における、着

火に用いたエタノールが燃焼している時間において急激に煙が発生しているということが

わかった。 

 

４．８ ３号車への避難検証 

４．８．１ 検証目的 

  ４．１〜４．５において、隣接車両への貫通路付近で火災が発生し、やむを得ず列車

を急停止させた場合の避難検証を行った。その結果、車内で座席による火災が発生した場

合、避難者に煙暴露による危険が生じるということがわかった。ここで、出火する座席位

置を変えて、４．４で述べた、走行時に避難者を後続車両以降（本検証においては３号車）

へ避難させる時の避難検証を行い、既存の避難誘導方法の安全性を評価することを目的と

する。 

 

４．８．２ 想定状況 

 基本的な想定状況は、４．４と同様とする。想定する出火座席のみ、進行方向の先頭車

の最前列  通路左側のシートの右側座席（図 4.8.2.1 参照）に変更する。 

 

 

図 4.8.2.1 想定出火座席位置 

 

４．８．３ 避難時間の計算 

 ４．５と同様に、乗客の避難に要する避難時間  𝑡௘௦௖௔௣௘を計算する。避難時間は、１）避

難開始時間、２）歩行時間、３）滞留時間の３つに分けて計算する。 

 

１）避難開始時間  𝑡௦௧௔௥௧  

 乗客が避難を開始する時間は、建設省告示第 1441 号（階避難安全検証法に関する算出方

法を定める件）における、居室の避難開始時間の算定式を用いて計算する。 
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𝑡௦௧௔௥௧ ൌ
√46.61

30
ൌ 0.23ሾmin. ሿ ൌ 13.8ሾsሿ 

２）歩行時間  𝑡௧௥௔௩௘௟  

 ４．５の２）と同様に、図面から歩行距離を読み取り、歩行速度を設定して、居室の出

口に達するまでに要する歩行時間を求める。 

 座席部の歩行距離は 1.370[m]、座席部以外の歩行距離は 42.695[m]となる。座席部の歩行

速度は、建設省告示第 1441 号(階避難安全検証法に関する算出方法を定める件)における歩

行速度の、劇場その他これに類する用途—客席部分の歩行速度 30[m/分]、座席部以外の歩行

速度は、同—階段及び客席部分以外の部分の歩行速度 60[m/分]を用いる。 

 

 以上から、歩行時間  𝑡௧௥௔௩௘௟を算定する。 

 

𝑡௧௥௔௩௘௟ ൌ ൬
1.370

30
൅

42.695
60

൰ ൌ 0.76ሾmin. ሿ ൌ 45.6ሾsሿ 

 

３）滞留時間  𝑡௤௨௘௨௘ 

 避難者の滞留は、建設省告示第 1441号（階避難安全検証法に関する算出方法を定める件）

における、居室の出口の通過に要する時間の算定式を用いて計算する。 

（１）在室者の合計人数 

 今回は、１号車のみ出火座席を含む 1 シートの 3 席を除いた全席が満席、２号車と３号

車は満席の状態を想定するため、座席数から在室者の人数は、∑ 𝑝𝐴௔௥௘௔ ൌ 172ሾ人ሿとする。 

 

（２）有効流動係数  𝑁௘௙௙ 

 今回の場合、当該居室の出口が直接地上に通じていないため、避難経路等の部分の収容

可能人数を計算する必要がある。避難経路等の部分の区分に応じて定める１人当たりの必

要滞留面積は、廊下その他の通路の 𝑎௡ ൌ 0.3ሾmଶሿを用いる。 

෍
𝐴௖௢

𝑎௡
ൌ

12.58 ൅ 12.45 ൅ 61.70 ൅ 3.21 ൅ 3.21
0.3

ൌ 310.5, ෍ 𝑝𝐴௟௢௔ௗ ൌ 72 ൅ 100 ൌ 172 

∑ ஺೎೚

௔೙
൐ ∑ 𝑝𝐴௟௢௔ௗであるため、有効流動係数は、𝑁௘௙௙ ൌ 90とする。 
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（３）有効出口幅𝐵௘௙௙ 

 今回の場合、避難経路における全ての出口幅が同じであるため、出口の幅をそのまま有

効出口幅とする。 

𝐵௘௙௙ ൌ 0.82ሾmሿ 

 

 以上から、出口通過時間 𝑡௤௨௘௨௘を算定する。 

 

𝑡௤௨௘௨௘ ൌ
∑ 𝑝𝐴௔௥௘௔

∑ 𝑁௘௙௙ 𝐵௘௙௙
ൌ

172
90.0 ൈ 0.82

ൌ 2.33ሾmin. ሿ ൌ 139.8ሾsሿ 

 

 以上、１）〜４）を合計し、避難時間  𝑡௘௦௖௔௣௘を計算すると、 

 

𝑡௘௦௖௔௣௘ ൌ 13.8 ൅ 45.6 ൅ 139.8 ൌ 199.2ሾsሿ 

 

４．８．４ 煙降下時間の計算 

 ４．６と同様に、火災発生時に、車両内の各居室の煙層下端高さが床面から 1.8m の高さ

まで降下するまでの煙降下時間を算定する。 

 計算方法、計算条件、計算に用いる発熱速度は４．６と同様とする。計算する居室のみ、

１号車客室、１号車新大阪寄りデッキ、２号車博多寄りデッキ、２号車客室、２号車新大

阪寄りデッキ、３号車博多寄りデッキ、３号車客室の７箇所とする。 

 以下に、BRI2002 により計算した各試験体の煙層下端高さの推移と、煙降下時間を以下に

示す。 
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図 4.8.4.1 試験体 0‐Free‐R‐1  実験値  煙層下端高さ 

 

 

図 4.8.4.2 試験体 0‐Free‐R‐1  モデル  煙層下端高さ 
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図 4.8.4.3 試験体 0‐Free‐L‐2  実験値  煙層下端高さ 

 

 

図 4.8.4.4 試験体 0‐Free‐L‐2  モデル  煙層下端高さ 
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図 4.8.4.5 試験体 0‐Free‐C‐3  実験値  煙層下端高さ 

 

 

図 4.8.4.6 試験体 0‐Free‐C‐3  モデル  煙層下端高さ 
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図 4.8.4.7 試験体 0‐Free‐L‐4  実験値  煙層下端高さ 

 

 

図 4.8.4.1 試験体 0‐Free‐L‐4  モデル  煙層下端高さ 
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４．８．５ 検証結果 

 計算の結果、避難先である３号車客室の煙層下端高さは、少なくとも計算時間の上限に

設定した 480秒までは 1.8m以上を保つことが出来ている。しかし、放火によるケースでは、

避難経路となる避難経路となる１号車新大阪寄りデッキと２号車博多寄りデッキの煙降下

時間が、初期発熱速度を小さくしたケースでは、１号車新大阪寄りデッキの煙降下時間が、

それぞれ避難時間の 199.2[s]より、短い結果となった。 

 

４．９ 検証結果の考察 

 列車を停止させて避難するケースにおいては、初期発熱速度を小さく設定したモデルの

煙降下時間が 100 秒前後であることから、出火時の火災の大きさに依らず、走行中の車内

において座席による火災が発生した場合、多くの乗客に煙暴露による危険性が生じる可能

性があるということが考えられる。また、走行時に避難者を後続車両以降へ避難させるケ

ースにおいては、避難経路となる空間の小さなデッキにおける煙降下時間が、避難終了に

要する時間より短いという結果となったため、一部の乗客に煙暴露による危険性が生じる

可能性があるということが考えられる。特に、放火によるケースでは１号車新大阪寄りデ

ッキでの煙降下時間が著しく早いため、多くの乗客への危険性が考えられる。 
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５．結論 

 走行中の新幹線車内で、座席への放火を想定した場合の避難検証の結果から、避難時間

に対してどの煙降下時間も短い結果となったため、新幹線車両内への開閉可能な開口部や、

有効な排煙設備の設置を検討すべきであると考えた。また、実験値による煙降下時間とモ

デルによる煙降下時間を比較すると、実験にて着火に用いたエタノールが燃焼している時

間において、急激に発生していることが考えられるため、車内で大きな燃焼が起こらない

ように配慮することが重要な課題である。これについては、空港の航空機搭乗前の乗客の

手荷物検査等を行うことにより、可燃物類の持ち込みを制限することで、放火のような大

規模な火災を防ぐことが可能であると考えた。 

 既存の避難誘導方法を想定した走行時に避難者を後続車両以降へ避難させるケースの避

難検証の結果から、避難経路となる一部のデッキにおける煙降下時間が避難時間を上回っ

ていることから、座席への放火等による火災を考慮した、車両内での緊急時のマニュアル、

乗務員の体制、対応及び避難誘導方法等を見直す必要がある。 

 また、本研究では空間による燃焼の変化には取り組めていないため、フラッシュオーバ

ーの発生予測を考慮した避難検証を行うことが、今後の課題となる。 
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